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ご挨拶 

 

本年 11 月、ベトナム国ダナン市で APEC サミットが開催されます。ダナン市は、日本企

業の投資促進と誘致を図ることを最重点の課題と位置づけ、誘致活動を積極的に実施中で

す。弊フォーラムは、フィン・ドゥック・トー ダナン市人民委員会委員長のご相談を受

け、本年 2月、ダナン市と投資促進に係る覚書を締結いたしました。 

この合意を踏まえ、9月 14 日(木)午後、APEC VIETNAM 2017-ダナン投資促進セミナーin

東京をダナン市と共催にて開催致し、ダナン市への本邦企業の新たな投資展開と進出につ

いてご案内とご提案をさせていただきました。セミナーには、外務省、経済産業省、国際

協力機構（JICA）、日本貿易機構（JETRO）、日本経済団体連合会、日本商工会議所、東京商

工会議所、経済同友会、横浜商工会議所、川崎商工会議所、さいたま商工会議所及び国際

機関日本アセアンセンターよりのご後援をいただきましたことにつき、衷心より御礼を申

し上げます。 

ダナン市は、環境を保全しつつインフラの整備等を進めて日越両国の交流を深めながらの

持続的な発展を希求している人口 100 万人を超えるベトナム中部を代表する大都市です。

アジアの他の大都市と比べても、人々の生活環境が保全され、歴史と文化の香りが豊かで

着実に発展している都市です。 

日本的かつ文化的な知恵と提案を含め投資交流促進に向けての実務的課題をこなしてい

く中で、ベトナム国にも制度や考え方の変革を提案し、両国の持続的な win-win 関係を作

り出すことができていく、と考えます。 

本セミナー以降、11 月の APEC サミットに向けて、ダナン市の投資促進イベントに貢献す

るとともに、その成果を生かし、ダナン・プロジェクトとして、アンカー企業及びすそ野

産業等の進出・育成、大都市インフラ整備への本邦企業の協力、本邦企業向け高度人材・

専門家育成・紹介と、複雑な手続きと制度等の課題の克服、企業等関係者の生活環境整備

等について、ダナン市とも協力・調整し、我が国の体系的で実践的な提案を実施しつつ持

続的に発展する新たな日越投資交流モデルとしていきたいと考えております。 

関係企業のトップの皆様に対し、上記一連の活動(APEC VIETNAM 2017-ダナン・プロジェ

クト)の実施に協賛いただけますようお願い申し上げております。企業の皆様におかれては、

プロジェクトの主旨をご理解賜り、何卒ご協力いただけますようお願い申し上げます。 

 

平成 29 年 9 月 14 日 

一般社団法人 日本ベトナム経済フォーラム会長・代表理事 

井 口 武 雄 
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１． APEC VIETNAM 2017-ダナン投資促進セミナーin 東京 プログラム 

 
（１）テーマと主催者 
テーマ：2017 年 11 月 APEC サミット開催地であるダナン市をモデルとして、

地域経済統合が進む中で、環境を保全しつつ持続的発展を目指すため
に必要とされるインフラ整備及び企業投資促進について考える。 

 
主催 ：ダナン市人民委員会と一般社団法人日本ベトナム経済フォーラムの 

共催 
 
（２）進行予定 
13:00 開会 

 主催者挨拶  井口武雄日本ベトナム経済フォーラム会長兼代表理事 
 
ホー・キー・ミン ダナン市人民委員会副委員長 

 13:20～ 
来賓挨拶   谷崎泰明日本台湾交流協会理事長 

  13:30～ 
 基調講演１  APEC サミットに向けて‐ベトナムの課題とダナンの魅力 

トラン・ヴァン・トウ早稲田大学教授 
 13:55～ 
 基調講演 2  本邦企業からみたダナン地域への投資  

舩山徹ベトナム三菱商事会社社長 
 14:20～ 
基調講演 3  APEC サミット‐ダナンの発展と日本の投資への期待と提案  

ホー・キー・ミン ダナン市人民委員会副委員長 
  
休憩(パネル準備) 

 15:00～ 
パネルディスカッション(ご講演者及び司会（藤岡文七専務理事）) 
 
16:00  閉会 

 
（３）後援（順不同） 

外務省、経済産業省、国際協力機構（JICA）、日本貿易振興機構（JETRO）、日
本経済団体連合会、日本商工会議所、東京商工会議所、経済同友会、 
横浜商工会議所、川崎商工会議所、さいたま商工会議所、 
国際機関日本アセアンセンター 

 
（４）会場アンケートへの協力お願い 
「ダナン進出・投資に関する会場アンケート」（別紙）にご協力をお願い致し
ます。匿名でも結構です。 
退出される時に出口に設置した回収箱にお入れください。 
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２．セミナー出席者のプロフィール（敬称略、順不同） 

 

・谷崎泰明  ：日本台湾交流協会理事長  

     元駐ベトナム社会主義共和国特命全権大使、前駐インドネシア共和

国特命全権大使、元外務省欧州局長 

 

・トラン・ヴァン・トウ：早稲田大学教授、早稲田大学ベトナム総合研究所所

長、ベトナム首相経済諮問委員、ハーバード大学客員研究員、ハノ

イ国家大学客員教授、ダナン大学客員教授等を歴任。 

経済学博士(一橋大学):専門は開発経済学、アジア経済論、ベトナム

経済。 

        

・舩山徹   ：ベトナム三菱商事会社社長 

三菱商事初代語学研修生（ハノイ総合大学卒（1994 年）、ベトナム

太平洋経済センター（VAPEC）在勤）。ハノイ事務所、マニラ支店、

本店経営企画部、総務部秘書室（会長業務秘書）、業務部（市場開発

室長）を経て現職。 

Vietnam Business Forum・2017 年 Alternate Co-Chairman。 

 

・ホー・キー・ミン：ダナン市人民委員会副委員長 

ダナン市共産党常設委員会委員(任期 2016-20 年)、ダナン市人民評

議会評議委員第 8期( 任期 2011-16 年)、 ダナン社会経済開発研究

所所長 (任期 2008-14 年) 

経済博士 (金融・貨幣流通)、経営管理修士  

  

・井口武雄  ：一般社団法人日本ベトナム経済フォーラム会長兼代表理事、 

      三井住友海上火災保険株式会社シニアアドバイザー 

      元三井住友海上火災保険株式会社取締役会長 

 

・藤岡文七（司会）：同専務理事、（一社）日本リサーチ総合研究所理事長 

元内閣府審議官、対内（外）投資促進担当課長・対策官（旧通産省、

旧経企庁）、産業再生機構担当室長、Ｍ＆Ａ研究会主催（内閣府）、

経済財政担当統括官他歴任 
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３．APEC VIETNAM 2017-ダナン・プロジェクトについて           

（1） ダナン・プロジェクトの経緯と考え方 

本年 11 月、ベトナム国ダナン市に於いて APEC サミットが開催されます。ダナン市は、

この機会に、ビジネス交流フォーラム内でのダナン市への投資促進を重要なイベントと位

置付け、一連の投資促進・企業誘致セミナー等を開催する予定です。その中で、日本企業

の投資獲得と企業誘致が最重点課題として位置づけられております。昨年来フィン・ドゥ

ック・トー ダナン市人民委員会委員長より弊フォーラムに対してご相談があり、本年 2

月から 4月にかけて、弊フォーラムは、ダナン市及びダナンハイテクパーク（DHTP）と本

件を含めての投資促進に係る覚書を締結いたしました。 

投資交流は中長期的視点で考えられるべきものであり、モノ、カネ及び技術のみならず、

人、文化及び地域社会が有機的に組みあがり発展します。本年 11 月の APEC サミットの成

功に向けて、アンカー企業及びすそ野産業等の進出・育成、大都市インフラ整備への本邦

企業の協力、本邦企業向け高度人材・専門家育成、複雑な手続きと制度等の課題の克服、

企業等関係者の生活環境整備等について、ダナン市とともに、体系的で実践的な提案を行

い持続的に発展するモデルの１つを構築しつつ、ベトナム国にも制度や考え方の変革を提

案し、両国の win-win 関係を作り出す道筋を構築することができるのではないか、と考え

ております。 

（２）APEC VIETNAM 2017-ダナン投資促進セミナーin 東京（9月 14 日）の開催について 

本年 11 月の APEC サミットに向けて、9月 14 日午後 1時より APEC VIETNAM 2017‐ダナ

ン投資促進セミナーin東京をダナン市と共に開催し、ダナン市を中心とする地域への本邦

企業の投資展開についてご案内申し上げます。セミナーでは、ベトナム国、とりわけダナ

ン地域が投資促進に向けて抱える課題、ダナン市当局の対応と有識者・実務者の提案等に

つきご紹介と今後に向けて検討いただきます。 

セミナーin 東京以降、ダナン進出・投資をお考えの企業等の考え方やご提案を基に、本

邦企業等による投資検討グループ（仮称）を編成し、DHTP 及び工業団地を軸としたダナン

現地案内や企業の進出条件に係る市当局等との相談と課題の克服に向けての調整等を行う

予定です。また、有識者による投資セミナー等を開催しながら個々のテーマについての知

見を深めつつ、個別企業の投資実現に向けての要請や相談等にもダナン市との連携と調整

の下で対応する予定です。 

APEC サミット後になりますが、速やかにダナン投資ツアー（仮称）を開催致し、現地の

ご案内と周辺地域の生活環境等の視察や現地での担当者との意見交換を行う機会も設ける

予定です。 

（３）APEC サミット後について 

APEC サミットまでのセミナー等での企業等の提案と意見を踏まえ、日越両国政府の協

力・支援を得ながら、本邦企業のダナン及びその周辺地域における投資促進と企業進出

について、ダナン市と共に体系的（日越企業連携（M&A）、リスク管理、実務的課題解決、
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人材育成、生活環境整備等）に整理し、それぞれの共通の理解促進と課題の解決に向け

て努力して参ります。 

ベトナムとの持続的で発展的な投資交流には、本邦企業がベトナムで直面している当

面の課題の解決努力に加え、高度人材の育成・活用（経営幹部や高度技術者の育成、人

事システム等マネジメント改革）、日越人材ネットワークの展開とベトナム人人材の活用、

都市インフラ整備への本邦企業の参画、日越教育・文化・地域交流の促進（日越両国文

化の相互理解、日本型マネジメントとアジア展開に向けての必要な改革、高等教育機関

への日本型即戦力養成講座・科目の設置、職業訓練施設の設置等）等が、ベトナム当局

の理解と協力を得ながら併行的に実施される必要があると考えます。乗り越えるべき多

くの課題がありますが、関係の皆様のご協力とご支援を得ながら、順次乗り越えるべく

努力して参ります。 

投資実現に向けての具体的事業提案例として、以下の事例が考えられます 

・DHTP に日越企業文化センター（仮称）の設立と関連対応の提唱：企業幹部の研修、技

術者の育成、青少年の啓発及び企業研修施設、中長期の宿泊施設、高度職業訓練施設、

日越各地域の企業産業文化・歴史の紹介、日越投資交流上の課題解決等） 

・日越企業によるインフラ整備や関連しての日越企業の M&A 展開(従来型の合弁形式は困

難)、すそ野産業展開・育成事業、日越企業(地域)文化交流事業・啓発活動の本格化（持

続的投資交流には不可欠）等 

・大学等における企業向けの人材育成・紹介、実務者向け日越両国語研修、日本企業向

け人材雇用・育成機能の構築、日越人材交流の深化 

・フォーラム提案のプロジェクトの実施（企業誘致における LRT (BRT)や住宅・教育設

備の体系的整備、アンカー企業・すそ野産業誘致と人材確保・育成、グローバル地域間

連携や国際会議都市コンセプトの実現に向けての対応等） 

・関係企業のご提案等  

（４）協賛のお願い 

つきましては、ご関係の企業及び団体の皆様に、APEC VIETNAM 2017-ダナン投資促進セ

ミナー開催とそれに続く上記一連の事業活動(APEC VIETNAM 2017-ダナン・プロジェクト)

の実施に向けての協賛をお願い申し上げ、その実施体制確保に向けての協賛金募集にご

協力いただけますようお願い申し上げます。 

                                         以上 
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４－１．覚書：ダナン市への日本企業の投資促進と企業誘致に向けての協力に

ついて（ダナン市人民委員会及び(一般社団法人)日本ベトナム経済フォーラム、

ダナン市、2017年2月16日） 

 
ダナン人民委員会と(一般社団法人)日本ベトナム経済フォーラム（以下「当事者」という）
は、ダナン市への日本企業の投資促進と企業誘致に向けての協力を行うことにつき、以下
の通り理解し合意を行った。 
1. 日本ベトナム経済フォーラム（以下「JVEF」という）は、次の分野において、実務的な

アドバイスを行い、ダナン人民委員会（以下「DPC」という）と協力することで合意し
た。 

   a) ダナンにおいて、新しい港湾と鉄道駅、地下交通システム、上下水・廃棄物処理
施設等の戦略的に重要なインフラ整備プロジェクトに対して日本からの ODA を要請
すること 

   b) ダナンハイテクパーク、ダナンＩＴパークその他の既存あるいは新規に計画され
ている工業パークに日本のアンカー企業やその関連企業（サプライヤー等）を誘致
すること 

   c) 2017 年 11 月にダナンが主催するＡＰＥＣサミット週間に合わせて開催される投
資促進イベントに助言を与え準備すること 

2. 当事者は、ダナンへの企業の投資と企業の立地を促進するため、日本政府、ベトナム政
府、国際協力機構（JICA）及びその他の関連組織に支援と協力を求める。DPC は、ダナ
ンにおける企業投資とその立地を増進させるために適切な対応と政策を推進する。 

3. 本合意の実施に際して、当事者は、最初に、基本的なコンセプトの下での主な具体的イ
ベント等のタイムライン（行動計画）を作成する。当事者による個別イベント等の実施
に係る経費負担については、個別イベント等の目的と前提に関する誠実な協議を経て、
個別に当事者の合意をみる。 

4. 当事者の連絡調整担当者は以下の通り。 
 ・ダナン市 ダナン投資促進支援委員会委員長 
       計画投資局局長 
 ・ＪＶＥＦ：専務理事（JVEF 事務局長） 
5. 本覚書は、ベトナム外務省により、ダナン人民委員会による本覚書への署名が文書にお

いて承認された日付以降限りにおいてのみ有効である。本覚書は、有効となった日付以
降 3年間効力を有する。 

本覚書は 6 通（ベトナム語 2 通、日本語 2 通、英語 2 通）作成される。覚書の理解に相違
がみられた場合には、双方の合意に向けて、英語版が優先的に採用される。 
 
2017 年 2月 16 日          
 
HUYNH DUC THO 
 
ダナン市人民委員会 
委員長 

井口武雄 
 
(一般社団法人) 
日本ベトナム経済フォーラム 
会長・代表理事 
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４－２．覚書：ダナンハイテクパークの投資促進への協力について（ダナンハ

イテクパーク管理委員会及び(一般社団法人)日本ベトナム経済フォーラム、ダ

ナン市、2017 年 4 月 17 日） 

ダナンハイテクパーク管理委員会及び(一般社団法人)日本ベトナム経済フォーラム（以
下「当事者」という）は、以下の内容の覚書に署名することに合意した。 

第 1条 協力内容 
１．当事者は、ダナンハイテクパークへの投資促進及び先導的ハイテク日本企業と適切な
潜在的投資家の投資誘致に協力する。 
２．日本ベトナム経済フォーラム（以下「ＪＶＥＦ」という）は、ダナンハイテクパーク
の投資促進・誘致戦略の策定の見地からダナンハイテクパーク管理委員会に助言する。 
３．当事者は、ダナンハイテクパークのインフラ建設プロジェクトに関する投資誘致に向
けて、日越両政府と関係組織に協力を要請する。 
４．2017年にベトナムが主催するＡＰＥＣ会議、特にダナンでのＡＰＥＣサミット週間2017
において、当事者は、ダナンハイテクパークへの投資を促進し、企業/関連組織の投資を誘
致するイベントの実施に協力する。 
第 2条 責任部局と担当者 
各当事者は、本合意の実施責任部局及び担当を以下の通り指定する。 
ダナンハイテクパーク管理委員会 
部局：投資促進支援局 
担当：投資促進支援局局長 
電話：(+84)5113626703、メール: support_dhtp@danang.gov.vn 
日本ベトナム経済フォーラム 

部局：ＪＶＥＦ事務局 
担当：専務理事 
電話：(+81) 3-6380-9424、メール：jvef0906@oasis.ocn.ne.jp 
第 3 条 協力の実施 
１．第１条に記載された協力内容は、当事者間の調整に基づき実施する。 
２．半年毎に適切な場所で定期的検討会合を開催する。当事者は、本合意の実施に際して
最初に行動計画を作成する。当事者による個別イベント等の実施に係る経費負担について
は、個別イベント等の目的と前提に関する誠実な協議を経て、個別に当事者の合意を得る。 
３．協力イベントが目的等から逸脱する、あるいはその修正を行う場合には、当事者は、
ケース毎に、よりよき成果に向けて更なる合意を誠実に追求することに合意する。 
第 4条 合意条件 
１．本合意は、2017 年 2月 16 日にダナン市人民委員会とＪＶＥＦが署名を行った「ダナン
市への日本企業の投資促進と企業誘致に向けての協力について」の覚書が有効となる日付
以降に有効となる。 
本合意は、それが有効になった日付から 3年間有効である。 

２．本合意は、各当事者或いは当事者双方から特段の申し出がない限り、3年の期間終了後
自動的に更新される。 
第 5条 一般条項 
1. 各当事者は、本合意の改訂あるいは終了を、少なくとも半年前までに文書送付及び通告
を行う。 
2. 本覚書は 6通（ベトナム語 2通、日本語 2通、英語 2通）作成される。もし、その理解
にかい離が生じた場合には、英語版を優先し双方の合意を追求する 
2017 年 4 月 17 日、ダナン市 
フン・タン・ヴィエト  
委員長 
ダナンハイテクパーク管理委員会 

 

井口武雄 
会長・代表理事 
（一般社団法人） 
日本ベトナム経済フォーラム 

  

mailto:jvef0906@oasis.ocn.ne.jp
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５．ダナン・プロジェクト参考資料（2017年6月、JVEF）より抜粋 
 （注：本資料は、ダナン市の資料などに基づき、一般社団法人日本ベトナム経済フォー

ラムで作成、編集中の資料の抜粋です） 

 

Ⅰ ダナンの魅力 

1. ベトナム南北を結ぶ国道と海路の中部拠点都市  

ダナン市は、ベトナム中部、ベトナムの南北を結ぶ国道と海路の中継拠点、中部経済地

域の中心的な位置にある人口102.9万人（2015年）を擁するベトナムを代表する都市（5大

特別都市の１つ）です。空路では、首都ハノイより759キロ、ホーチミンより960キロで、

所要時間はそれぞれ1時間強です。 

ベトナムの中部経済地域は、ダナン市（面積は1285km2）、市の北に位置するトゥアティ

エン＝フエ（Thua Thien-Hue）省（「フエ」で有名）、南に位置するクアンナム（Quang Nam）

省（「ホイアン」で有名）、クアンガイ（Quang Ngai）省、ビンディン（Binh Dinh）省に

より構成され、ダナン市はこの中部経済地域の中心的役割を担っており、ラオス・タイ・

ミャンマーをつなぐ東西経済回廊の東側の起点になっています。 

気候は熱帯性気候で平均気温25.9oC、 旅行に最適の時期は、雨が少なく気温も低めであ

る1月から4月といわれています。 

 

2. きれいな海に面し人材が豊かな大きく発展することが確実な大都市 

ダナン市は中部の拠点であることに加え、観光拠点としても発展してきました。周辺地

域からの人々が集まり人口が急速に増加しつつあります。現状、ハノイ及びホーチミンに
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向けては育成人材の供給地ですが、大きく発展することが確実な港湾（と空港）を有する

中核都市です。  

3. 文化が豊かな観光及びリゾート地域  

ダナン周辺には4つの世界遺産があります。ベトナム中部の海のシルクロードの拠点とな

った旧市街の街並みを持つホイアン（Hoi An）、チャムの神殿遺跡のあるミーソン（My Son、

ホイアン南西40km）、グエン朝の古都フエ（Hue）、フォンニャ＝ケバン（Phong Nha-Ke Bang）

洞窟（フエ北西210km）が、ユネスコの世界文化遺産および自然遺産に登録されておりダナ

ン市がそれらの観光拠点となっています。特に、フエ（ベトナム最後の王朝（グエン朝）

の都）及びホイアン（チャンパ王国（2世紀末～17世紀）の貿易港、日本と強い交流があり、

周辺にチャンパの遺跡が多く残されている）の文化遺産が数多くあります。  

ダナン市郊外には、美しいビーチ沿いの高級リゾートやカジノ、ゴルフ場の整備が進め

られており、観光都市としての開発がこのところ続いています。  

4. アクセスが便利な空港と港  

ダナン国際空港は市内中心部から車で10分以内の距離に位置し、主要ホテルからも近く

朝夕の渋滞もありません。ベトナムで最良の三大空港のうちの１つになっています。 

日本とは、ダナン―東京（成田、羽田）便が毎日運航されています（所要５～６時間、

ベトナム航空及び全日空）。ハノイ及びホーチミン経由でも、国内便が多いので短時間（所

要＋２～３時間程度）での乗り継ぎが可能です。 

多数の国内便の他に、日本（成田）以外では、シンガポール、マレーシア、広州、昆明、

上海、杭州、香港（中国）、仁川（韓国）との国際（直行）便が運航中です。また、台北、

マカオ、北京、南京（中国）までのチャーター便も展開中です。 

ダナン港は、貨物取扱量で南部のサイゴン港、北部のハイフォン港に次ぐ国内第三位の

国際海洋港です。定期的に世界各地に向けてのコンテナ船が入港しています。 

5. 大都市特有の交通渋滞が殆どない 

ダナン市内を走る道路は道幅も広く整備が行き届いています。交通量はハノイやホーチ

ミンといった大都市に比べて落ち着いており、現時点では、朝夕でも市内中心部を除き交

通渋滞は殆ど発生していません 

しかし、今後の発展に向けて交通問題は予断が許されない状況であり、今後効果的な交

通インフラ整備が必要な段階です。公共交通システムについては、市内の良好な道路状況

を踏まえBRT（バス・ラピッド・トランジット）システムが導入され始めたところであり、

鉄道システムについては郊外路線を含め計画段階です。  

6. 都市特有の大気汚染がなく良好な生活環境と生活安定・向上の意識が強い人々 

 ダナンは、環境保全を基本的な重要政策として掲げており、大都市特有の空気・水質汚

染がありません。しかし、上下水道の整備や廃棄物の処理も含め少なくない課題が喫緊の

課題となっており、日本の協力等を得つつそれらの課題を順次乗り越えようとしています。 

 ダナン市の生活安定と向上に向けた呼びかけ運動は、「５つのＮＯ」 ①生活困窮家庭が
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ないこと、②非識字者がいないこと、③ホームレスがいないこと、④麻薬中毒者がいない

こと及び⑤強盗殺人がないことであり、 「３つのＹＥＳ」は、①住宅があること、②仕事

があること及び③文化都市であることです。 

7. 政治・文化・経済の中心都市に 

 ダナンは、人口100万人を超える活気みなぎる若い大都市で人口は急増しています。地方

自治体競争力指数で1位を獲得したこともある（2013年）ビジネス環境が整った都市です。

しかし、本格的な大都市への成長に向けて、都市インフラは整備途上であり、大都市特有

の諸課題への対応もこれから本格化する段階です。 

人々は、環境を保全しながらの政治・文化・経済の中心都市の役割を果たすべく、人材

育成、各種制度・政策やそれらのマネジメント等の円滑な発展を切実に希求しています。 

 

Ⅱ ダナンの経済・産業及び教育・人材育成 

１．ダナンの経済と産業 

ダナン市の一人当たりGDPは約2.568ドル（約5,620.4万ドン、2015年）に達し、このとこ

ろ高い上昇率を達成しています（2005年は950ドル、2011年は2283ドル）。  

中部地域の製造業、商業・観光・サービス業の中心であり、 国内外の交通インフラや郵

便通信及び金融・銀行の中心地です。しかし、現在、中小企業が多く基幹的な企業が殆ど

ないこともあり、他の大都市と比べて産業の競争力が低いといわれています。 

一方、 若い労働力は豊富で労働人口は総人口の58.4％を占め、大学や専門学校で専門技

術を身につけた者は労働人口全体の約4分の1に達し教育レベルの高い豊富な人材を擁して

おり、周辺地域から若い人材を集め、他の大都市に質の高い人材を供給しています。 

人件費は、ベトナム国内の他の都市部と比較して相対的に低くなっています（ハノイ、

ホーチミン市に比べ、15%～20%程度低位、2015 年初）。 

（注）若い労働力は豊富ですが、地域産業・社会の中に吸収されており失業状態にあるとい
うわけではありません。また、現状、ベトナムの人々は、基本的に家族・地域社会指向が強
いと考えられ、積極的に仕事を求めて移動する状況ではありません。このため、労働力確保
のための一定の対応が求められています（フォーラムもダナン市と協力しながら対応の確立
に努めていきます）。また、高度技術者・専門家については構造的な不足状況であり、人材
の育成を図りながら確保を行う必要がある状況です。 

ダナン市は、今後大都市として発展するに当たり、環境と文化を維持向上させつつ質の

高い人材が継続的に育成できる産業として、ハイテク産業（IT関連産業等）や観光、教育、

医療等のサービス分野における日本企業の投資（外資及び日越企業連携野下）の積極的な

受け入れに向けて努力しています。 

金融、銀行、保険等の対企業向けサービスについては、現在、市内に銀行59店舗、保険

会社30社、会計事務所14社、輸送・倉庫関連54事業所・事務所が営業中です。 

２．教育と人材育成 

市には、大学9校、短期大学15校、専門学校19校があり、ダナン大学（国立）はフランス、

アメリカ、日本、オーストラリア、カナダ、ニュージーランドなど教育環境の整った諸外



11 

 

国の大学と提携し市内での人材育成事業や各国への留学にも力を入れています。 

また、約50の職業訓練センターが置かれており、コンピュータ、縫製業、機械、電気・

電子、建設などの分野を対象として、短期間での養成プログラムを常時提供しています。 

毎年数千人がダナン市内の大学や高等専門学校、職業訓練センターにおいて専門的な技

術教育を受け、ダナン市だけではなくベトナム全体への人材の供給を行っています。ダナ

ン市の強い意向として、国際水準の教育機関・人材育成機関の設立があります。 

 

Ⅲ ダナンのインフラ整備事情 

 ダナン市における都市基盤及び産業基盤にかかるインフラは整備途上といえ、環境に配

慮した整備に向けて努力しているところです。以下、項目のみ。 

1. 空港：便利な空港（ダナン国際空港、改良整備中）  

ダナン国際空港は市内中心部から車で10分以内の距離に位置し、ベトナムで最良の三大

空港のうちの１つになっています。 

2. 港：便利な良港（ダナン港、改良整備中）  

ダナン港は、ティエンサ（Tien Sa）港、リエンチェウ（Lien Chieu）港、ハン（Han）川

の河口港であるハン川（Song Han）港の総称です。貨物取扱量で南部のサイゴン港、北部の

ハイフォン港に次ぐ国内第三位の国際海洋港です。以下略。  

3.道路と鉄道：現状、市内の渋滞は殆どなく道路状況は良好です。鉄道整備と都市間の幹

線道路はこれからの段階です。 

4. 整備が進んでいる通信・物流   

5. 安定している電力供給、発展に向けて拡充中  

6. 水供給は一応充足、しかし下水処理・廃棄物処理はこれから本格化  

7. 進展する都市開発・整備計画 

市は急激な都市化に伴い、従来からの都市部と新しい開発地区でインフラ整備が進行中

です。横浜市は、ＪＩＣＡ（国際協力機構）及びダナン市との三者で設立した「ダナン市

都市開発フォーラム」における活動等を通じて、ダナン市の都市開発アクションプランの

策定に協力されている。 

 

Ⅳ ダナンハイテクパークと工業団地  

ダナン市内には、現在、ハイテクパークとしてダナンハイテクパーク（DHTP）及びダナ

ンＩＴパークが、これに加え、6工業団地があります。また、周辺に新しい工業団地が建設

されつつあります。 

(注)工業団地：一定の区画の土地を工業用地として整備し、工場などを計画的に立地させた地域。  

ハイテクパーク：工業団地の一種で、サイエンスパーク、ITパーク、リサーチパーク、研究学園都市、

スペースセンター、宇宙基地などハイテク産業が自然発生的に集積したか、これを盛んにするために国

や地方公共団体により設立されている。 

(以下略、項目のみ（ダナン市及びダナンハイテクパーク管理委員会資料参照)） 
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１－１、２及び３． DHTPにおける投資奨励分野、優遇措置等及びハイテク製品の基準等 

１－４．DHTP（ダナンハイテクパーク）での投資手続き（投資登録証明書の発行） 

１－５．投資プロジェクトに対する投資方針の決定権限（2014 年統一投資法、2015 年 7

月施行） 

（以下、ダナン ITパーク、各工業団地等 略） 

 

Ⅴ ベトナムへの投資（経営投資（いわゆる直接投資））について  

 ベトナムへの直接投資については、2014年統一投資法（Law on Investment）で、「経営

投資（投資家が、①経済組織（注）の設立、②経済組織に出資し、株式持分を購入し、ある

いは、③投資契約または投資プロジェクトを実施する方式により、経営活動を実施するた

めに資本を投入すること）」として統一的に規定されています。 

同法は、前半に、ベトナムにおける経営投資に関し、ベトナムの政策、禁止分野、条件

付き経営投資分野等（第1章）、投資の保障（第2章）、優遇措置と支援（第3章）、ベトナ

ムにおける投資活動の形式、投資方針の決定手続、投資登録証明書の発給等及び投資プロ

ジェクトの実施（第4章）について定めています。 

後半では、外国への経営投資について規定しています。 

（以下、経営投資の形態、投資登録申請、投資登録証明書の取得後の手続き 略） 

 

Ⅵ ベトナムでの不動産の保有（土地使用権） 

１．土地使用権 

ベトナムでは、私人による土地の所有は認められていません。その代わり、土地の使用

権が認められています。 

土地の使用権を取得する方法は以下の通りです。 

（１） 国から一定期間又は無期限の土地使用権の割り当てを受ける。なお、外資系企業

及び外国人は無期限の使用権は認められていません。 

（２） 国からのリース 

（３） ハイテクパークや工業団地等のデベロッパーからのサブリース 

（４） 土地使用権保有者からの譲渡 

（５） 土地使用権の現物出資 

２．土地使用権の譲渡、賃貸、寄付、担保物件化等 

土地使用権は、当該権利を譲渡、賃貸、寄付及び担保の対象とすることができます。 

土地使用権は、ベトナム人又はベトナム企業に譲渡できるのが原則であり、外資系企業

又は外国人には譲渡することができません。 

無期限の使用権は実質的な「所有権」ともいえますが、これらの方法（譲渡等）で、外

資系企業及び外国人が無期限の使用権を得ることは認められていません。 

３． 土地の使用期限と対価の支払い  
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 国内企業及び外国企業の土地使用権の期間は一部の例外を除き最長50年間ですが、（届

け出た）投資計画の期間を超えることはできません。当局の許可を得ることで、延長は可

能となります。 

 外資系企業は、分譲または賃貸用の住宅の場合には延長オプション付きの70年間の土地

使用権を得ることも可能です。（一定の）外国人に対し、住宅複合施設内のアパートにつ

いて、50年間使用権を認めることもできるとのことです。（以下、略） 

 

Ⅶ ベトナムの税制とその優遇制度  

法人税（企業所得税法）  

 サービス業及び製造・卸売・小売業の所得が企業所得税法の課税対象となります。 

標準税率は20％で、軽減税率の適用や免税など優遇税制があります。 

優遇税制は、ハイテク関連の新規企業、科学・技術開発関連の新規企業、ソフトウェア

開発関連の新規企業、水道・発電所・給排水システム開発又は政府が承認した他のインフ

ラ設備事業を行う新規企業等に適用されます。 

優遇税率の内容は以下のとおりです。  

・15年間の10％軽減税率の適用：適用期間は、当該法人が実際に事業を開始し、売上を

計上した年度から計算されます。  

・最大4年間の免税、その後9年間は50％の免除：適用期間は課税所得が発生した最初の

年から計算されます。最初の3年間に課税所得がない場合は、免減税期間は4年目から

計算されます。  

・優遇税率適用期間終了後は、標準税率20％が適用されます。 

・損失の繰越  

決算と税務申告行う際に、当年度の利益が赤字となる場合は当該損失額を次年度の

法人所得税の計算に繰り越すことができます。繰越期間は 5 年間以内です。 

（以下、輸出関税、輸入関税、付加価値税、特別消費税、個人所得税・個人事業所得税 略） 

 

Ⅷ ベトナムの知的財産権の保護 

知的財産権 

ベトナムの知的財産権上保護される知的財産権としては、著作権及び著作隣接権、工業

所有権、植物品種の権利等が規定されています。工業所有権には、発明、実用新案、工業

意匠、商標、商号、営業秘密に対する権利等が規定されています。 

（以下、登録制度と保護期間、ライセンス契約等 略） 

 

Ⅸ ベトナムでの資金調達と金融・外国為替 

現状において外資系企業がベトナム国内銀行から借り入れを行うことは難しく、日本企

業の場合、日系金融機関の在ベトナム支店から借り入れを行うことが一般的です。これは、
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本邦金融機関の対応やベトナム国内に資金の余裕がなく関連の手続き等も煩雑であること

等によると思われます。しかし、日越連携しての発展に伴うリスク管理、企業連携（Ｍ＆

Ａ）の進展、ベトナムはもとよりアジアでの今後の自立的な展開を考えますと、資金調達

等に際して現地の金融機能の効果的な活用は今後益々重要になります。 

（以下、増資、借入、為替管理等 略） 

 

Ⅹ ベトナムのＭ＆Ａ制度等 

先進主要国において、企業のＭ＆Ａ（合併と買収）は、マクロ及びミクロの経済状況、

革新的企業家の出現、企業の盛衰及び社会の変動等を契機とした収益改善、経営の改革・

再編等を行う投資活動として様々な形態で活用されてきました。日本においても、近年、

地域産業や企業の再編、バブル崩壊後の企業再生、新たな分野の投資促進策等に活用され

てきており、企業のＭ＆Ａ活動がようやく一般的になりつつあるところです。 

ベトナムの2014年統一企業法は、わが国の会社法と同様に、企業の合併（新設合併、吸

収合併）、買収（株式又は出資持分の取得、資産譲渡）及び分割（消滅分割、存続分割）

が規定されており、投資活動の活性化に向けて、企業の構造改革や再編・再生等が円滑に

行える重要な基盤は整えられています。しかし、その運用については、不動産業等でＭ＆

Ａが活用されているとの状況はある模様ですが、特定の分野を除いてまだ白地状態といえ、

Ｍ＆Ａ活動への一般的な理解も殆ど浸透していません。 

（以下、日越連携での M&A 推進が求められる理由等 略） 

 

Ⅺ ベトナムの外資規制 

 2014年統一投資法は、外国投資家の経済組織（企業等）の資本所有を無制限に認めると

しつつも（100％外資企業を認めるということ）、経営投資（いわゆる直接投資に相当）に

関しては、「条件付き経営投資分野」としてサービス業を中心に幅広く定め、例えば、上

場会社、大衆会社（公開会社）、証券会社等の外国投資家の株式所有割合を証券に関する

法令の規定に基づくとし（法22条）、証券法（及び首相決定55号）は、「外国投資家によ

るベトナム公開会社への出資比率の上限を、国際条約や特定の法令による規制がない場合

は一律49％」と定めています。国営企業が株式会社化した場合等には、国営企業の株式会

社化及び転換に関する法令の規定に基づく、また、対象事業にＷＴＯコミットメントや国

内法等で外資保有割合が定められた場合には、それが出資割合の上限となるとしています。 

 また、内外無差別の扱いながら、認可を受けた投資プロジェクトであっても、その活動

期間が原則50年を超えないこと（経済区にあっては70年）と規定していること（投資法43

条）は、現在の投資が、ハイテクになればなるほど基本的に技術継承・向上、継続的人材

育成や効果的な組織運営等総合的な要素に結びついていることに鑑みると、外国の投資誘

致の観点からは分野によっては小さくないマイナス要因となると考えられ、また、関連の

諸手続きがベトナム語での公証制度に基づいて行われることや外国投資家の財産の外国へ
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の移動に関し、保障するとしながら、「法令の規定に基づくベトナム国家に対する財務義

務を完全に履行した後に、各財産を外国に移動させうる」と厳格に規制すること（投資法

11条）は、むしろ実態的に見て法の効果的な運用を妨げる可能性があるのではないかと懸

念されます。いずれにしても、実態と法制度の運用を実践的に見つつ投資促進の成果を上

げていく必要があると考えます。 

（以下、金融業、小売業、外食産業、不動産業、物流業等 略）    以上    

一般社団法人 日本ベトナム経済フォーラムについて 

 

一般社団法人日本ベトナム経済フォーラム（JVEF）は、日本とベトナム両国の発展に向

けて、経済及び企業分野における交流の促進およびそのための人材育成を目的として設

立された民間団体です。  

 
 井口武雄会長兼代表理事ご挨拶 

（三井住友海上火災保険株式会社シニアアドバイザー 
 日本が持続可能な経済成長を実現するためには、アジア諸国とともに発展することが不可欠です。

今日急速に拡大しつつある日本企業のベトナム国での事業展開はもとより、ベトナム国自体が課題と

する工業国への発展、特に産業の競争力強化、インフラ整備、すそ野産業育成等には、各分野の経営

者、技術者・専門家等幅広い人材資本の蓄積がなければなりません。 

 本年 2 月、ダナン市のフィン・ドゥック・トー人民委員会委員長と日本企業の投資促進等に係る覚

書を締結しました。ベトナムをはじめとするアジアにおけるわが国企業の投資活動は、人、モノ、金、

制度そして文化に係る総合的な交流が必要な段階に入っております。フォーラムは、個々の投資案件

に対応しながら日越交流や人材育成の更なる進展を図ってまいります。 

 ご関係の皆様のご支援とご協力をお願いいたします。 

 

 
幹部役員 

会長 
代表理事 

 井口武雄  三井住友海上火災保険株式会社シニアアドバイザー 

代表理事  吉田允昭   レコフグループ代表 

専務理事 

（常任理事） 
 藤岡文七 

 一般社団法人日本リサーチ総合研究所理事長 

 元内閣府審議官 

常任理事  古田元夫  日越大学学長、東京大学名誉教授 

常任理事  跡田直澄  嘉悦大学教授 
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一般社団法人 

日本ベトナム経済フォーラム 

住所：〒102-0083 東京都千代田区麹町 3-4-3 シエルブルー麹町 401 

電話：03-6380-9424、Fax：03-6380-8000 

http://jvef.org 

     2017 年度ダナン市投資フォーラムの開催（別紙ご参照） 

（2017年 9月 29日（金）～10月 1日（日）） 
本フォーラムは、経済状況、市民生活、インフラ整備開発計画、投資・事業環境、投
資優遇制度などに関する最新情報の提供を目的としています。また、ダナン市への進
出チャンス及び効率性の高い市場開拓を目指す企業に情報交換の場を提供します。
2017 年 11 月に開催される APEC 首脳会議に向け、企業の皆様に対して事前会議を行い
ます。是非ご参加ください。 

  
 日時：2017 年 9 月 29 日(金）、30 日(土）及び 10月 1 日(日） 
 場所：Ariyana Da Nang Exhibition and Convention Centre, Khue My, 
       Ngu Hanh Son, Da Nang 
 言語：ベトナム語・英語、定員：1000 名、参加費：無料 
 申込み締切：9月 25 日 

連絡先：ダナン市投資促進支援委員会（IPA） ジャパンデスク   
電話：+84 (0) 236 3886 244（担当フォン）;  Email: japandesk@danang.gov.vn                                                    

告知板 

第 29 回 APEC サミット開催記念展 

『鳥羽美花―ベトナム・ミクロコスモスの世界』 
                           （別紙ご参照） 
会    期 ：2017 年 10 月 20 日（金）～11 月 12 日（日） 
会    場 ：チャム彫刻博物館（8,2Thang 9Street,Da Nang） 

  出品作品：ベトナム中部（ミーソン遺跡、ダナン、フエの風景）を中心に 
1994 年から現在までの移りゆくベトナムの光景を描いた作品約 15 点 

 主    催 ：チャム彫刻博物館、鳥羽美花プロジェクト実行委員会 
後    援 ：ダナン市人民委員会外務局、在ベトナム日本国大使館 

開 催 主 旨  
 第 29 回 APEC 首脳会議がベトナム第三の都市ダナンで開催されることを記念し、ダナ
ン市のチャム彫刻博物館において、ベトナムの歴史文化と日本の伝統技法である型染め
を融合した企画展を開催する。本展は、ベトナム及び日本の芸術文化をアジア全域へ発信
し総合的文化交流、ダナン地域の発展に貢献することを目的とし、ベトナムと日本が、
ダナンの地にて広く国際文化交流の要、中継的役割を担うことを期待する。 

http://jvef.org/
mailto:japandesk@danang.gov.vn

